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対外連携・情報発信の強化及びロゴを活用した本ガイドラインの考え方の普及促進状況
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講演 個別説明会 執筆 計 ロゴ申請社数

実施回数 27 30 4 61 5

講演主催者 主な対象者

知財実務オンライン 企業知財/特許事務所

企業研究会 企業知財/特許事務所

ESG情報開示研究会 企業IR

スチュワードシップ研究会/
機関投資家協働対話フォーラム

証券アナリスト

A社/B社 企業IR

日本知財学会経営デザイン分科会 コンサルタント/企業知財/
特許事務所

科学と金融による未来創造イニシアティブ 投資家

C社 企業IR

すごい知財EXPO 企業知財/特許事務所

日本弁理士会関西特許研究会 企業知財/特許事務所

ジャパン・スチュワードシップ・イニシアティブ 証券アナリスト

NIKKEI知財・無形資産シンポジウム 投資家/企業知財

D社 投資家

日本取締役協会 社外取締役

日本知財学会シンポジウム 弁理士/企業知財

E社 投資家

講演主催者 主な対象者

WICI欧州カンファレンス 投資家/金融機関

全国銀行協会 金融機関

F社 投資家

日本弁理士会 企業知財/特許事務所

日本知的財産協会 企業知財

日本経済団体連合会 企業IR/企業知財/
特許事務所

日本金融人材育成協会 企業経営アドバイザー

21世紀金融行動原則 金融機関

日本弁理士会 企業知財/特許事務所

日本技術士会 技術士

G社/H社 企業IR

企業、団体といったステークホルダーと連携し、知財・無形資産ガバナンスガイドライン（以下、本ガイドラインとす
る）への認知を広げるため、講演、個別説明会、執筆活動等を推進した。また、本ガイドラインの考え方を関係者
の目に触れる機会を増やすために、本ガイドラインのロゴを統合報告書等に記載することを促した。

執筆媒体 主な対象者

旬刊経理情報 企業経理/企業IR

旬刊商事法務 企業法務

IR-COM 企業IR

証券アナリストジャーナル 証券アナリスト

対象期間：2024/3/28～2025/3/21

※個別説明会については、個社名のため記載は省略



投資家とのヒアリング結果（7社）

１．知財・無形資産ガバナンスガイドライン改訂の影響や本ガイドラインの活用状況
① 従来、知財・無形資産は企業の中で黒子の位置付けであったため、企業は投資家と知財・無形資産に関する対話をしてこな

かったが、知財・無形資産に関しても定期的な対話をしていこうという事例がでてきた。また、本ガイドラインに触発される企業の数
は未だ多くはないが、着実に増加している。（複数社回答）

② 知財・無形資産戦略の策定・実行は、どの部門が指揮を執るのかで実行性が大きく変わる。経営責任者が直接指揮を執る場
合は上手くいくが、知財部門が指揮を執る場合は全社戦略としての実行が困難な場合が多い。また、知財・無形資産の議論は、
経営にどのように組込むかが重要であり、取締役会等で議論すべき内容である。

２．投資家と企業との対話状況
① やりたいこと・やってきたこと（WHAT）に関する企業の開示は進んできているが、今後どのようにやっていくのか（HOW）、なぜ

やる必要があるのか（WHY）に関する開示は、未だ不足しているケースが多い。知財・無形資産に関する企業からの開示情報
を増やすことで、投資家は企業とより適切な対話をすることができるようになる。（複数社回答）

② 知財・無形資産を活用した効果が財務情報に出るまでには時間が掛かるため、企業としては、まずは短期的な改善成果が出や
すい取組を優先して開示しているのではないか。

３．知財・無形資産と企業価値とのつながり
① 非財務情報を活用した企業の中長期的な持続的成長性を評価する独自指標による評価を実施している。
② 知財・無形資産がどのように財務情報に接続されるのかが不明なため、知財・無形資産は投資判断に活用し難い。

４．要望等
① 知財・無形資産に関する基準となる指標があれば、企業、投資家ともに当該指標を活用するのではないか。（複数社回答）
② 知財・無形資産と財務情報が接続されている事例を公表していくことが必要ではないか。
③ 知財部門の社内的地位が低く、取締役会等で知財・無形資産を議題に挙げることが困難なため、企業は保有している知財・

無形資産の価値を活かしきれていないのではないか。
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コンサルティング会社とのヒアリング結果（6社）

１．知財・無形資産ガバナンスガイドライン改訂の影響や本ガイドラインの活用状況
① ガイドラインは企業の知財部を中心に普及が進んでいる。
② コーポレートガバナンス・コード改訂に伴い、企業側における知財・無形資産の開示は進んでいると感じる。
③ 長期的な視点で企業価値を変える可能性のある要素として、投資家における知財・無形資産の注目度は近年高まっている。
④ ガイドライン提示の改革は企業変革で全社視点が必要なため、実行主体が知財部で良いかという問題がある。

２．投資家と企業との対話状況
① 日本企業はIR資料を開示するのみで、投資リターンに結び付くストーリーまで踏み込んで投資家と議論している企業は少ない。
② 企業との対話において、多くの投資家は知財・無形資産に接する機会が少なく、知財・無形資産を未だ投資判断に活用できて

いない。

３．知財・無形資産と企業価値とのつながり
① 日本企業は知財・無形資産の管理や価値評価ができていないため、知財・無形資産分の価格転嫁ができていない。

４．要望等
① 重要特許の金銭的価値算定方法はいくつか提案はされているものの一長一短があり、未だ定型理論には至っていないため、ア

カデミアを含めて取り組んで欲しい。
② 知財・無形資産の概念の広さを繰り返し広めていく必要がある。
③ 日本ではブランドが知財・無形資産に含まれていることを意識している企業が少ないため、ブランドに力を入れることが必要ではな

いか。
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企業とのヒアリング結果（14社）

１．知財・無形資産ガバナンスガイドライン改訂の影響や本ガイドラインの活用状況
① 知財組織の配置・構成について、技術部門と知財部門が一体となった事例やマーケティング本部の傘下に配置された事例、経

営企画の担当役員直下に配置された事例等の新たな試みがなされている。また、経営層をメンバーとする知財戦略に関する会議
体を新たに設置した事例も出てきた。 （複数社回答）

② 社外取締役からの助言を契機に、取締役会で知財戦略に関する報告や本ガイドラインを活用。具体的な活用事例としては、
統合報告書に記載する内容の確認に本ガイドラインを使用した。（複数社回答）

③ CGC改訂が転換点となり、本ガイドラインの”ストーリー”や知財投資、知財戦略を意識して開示するようになった。他方、開示内
容に関する投資家から反応は少ない。（複数社回答）

２．投資家と企業との対話状況
① 投資家向け説明会の中で知財戦略に関する説明を実施した事例や知財部門主催で投資家向け説明会を開催した事例が出

てきた。また、投資家からの知財・無形資産の活用戦略の開示要請を契機に、知財部門と投資家との対話が増加した。（複
数社回答）

② 企業と投資家との対話において、知財・無形資産に関する質問はほとんどないため、知財部門が対話に同席することは少ない。
他方、技術に関する説明は投資家には伝わりやすく、投資家からの質問も多い。（複数社回答）

③ 投資家向け説明会は、企業が説明し投資家は質問するという一方向であり、双方向のやり取りになりにくい。また、形式的な質
問のみで質の高い議論が出来ない投資家もいる。（複数社回答）

３．知財・無形資産と企業価値とのつながり
① 従来はブランドの金額換算を行うことが困難であったが、ISOでブランディング評価が標準化され活用している。また、ROICの考

え方を基にした独自指標を社内管理として試行している。（複数社回答）
② 知財・無形資産と利益とのつながりに関する知見がないため、財務情報との接続に関する開示説明が漠然とした記載になる。
③ 単純な出願件数の開示ではなく、企業方針に関係する形で定量化できる部分（特許出願における技術分野割合等）を開

示している。

４．要望等
① 知財・無形資産に関するKPI等の定量化の議論が進むと、投資家の関心は高まるのかもしれない。 （複数社回答）
② 投資家に評価される開示方法を参考にしたく、知財・無形資産の開示に関する好事例集を公表してほしい。（複数社回答）
③ 本ガイドラインを企業、投資家等に定着させることが必要ではないか。
④ 投資家の関心事は、財務情報に留まらず、顧客ネットワークやノウハウ、人的資本などの非財務情報へ移行している。
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ISSBにおける「アジェンダの優先度に関する協議」の議論の状況（１）

質問1 ISSB の活動の戦略的方向性及びバランス

➢ 質問１(a) （(a)新たな研究・基準設定プロジェクトの開始、(b)IFRS S1およびIFRS S2の導入サポート、(c)ISSB基準
の的を絞った拡充、④SASB基準の強化、の優先順位付け）に対する回答者の状況は以下の通り。

➢ ISSBの各活動に重点を置くべき相対的なレベルについて、ISSBスタッフは以下を推奨：
(a) 「IFRS S1およびIFRS S2の導入サポート」に高いレベルの焦点を当てる
(b) 「IFRS S1およびIFRS S2の導入サポート」よりもやや低めだが、

 「SASB基準の強化」と「新たな研究・基準設定プロジェクトの開始」に同じレベルの重点を置く
(c) 相互運用性、IASBとの接続性、ステークホルダー・エンゲージメントといった中核的な活動については、

いずれもどのレベルに重点を置くかは規定しない。これらはISSBの他の活動に含まれる作業の基礎となり、
その作業に組み込まれる。

Most＞Many＞Some＞A few

出典：ISSB公開資料「ap2a-feedback-summary-strategic-direction-and-balance-of-the-issb-s-activities.pdf」（2023年11月）及び
「ap-2-issb-agenda-consultation-strategic-direction-and-balance-of-the-issbs-activities.pdf」（2024年3月）を基に事務局作成
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ISSBにおける「アジェンダの優先度に関する協議」の議論の状況（２）

質問３ 提案されたプロジェクトの優先順位
➢ 過半数の回答者はISSBが複数のプロジェクトに取り組むことを推奨し、残りの回答者は単一のプロジェクトに取り組むことを推

奨。
➢ 単一のプロジェクトを推奨した回答者においても、複数のプロジェクトを推奨した回答者においても、優先させるべきプロジェクト

についてのコンセンサスは得られなかった。各プロジェクトを優先すべきと回答した回答者の状況は以下のとおり。

質問７ 報告における統合
➢情報要請の回答者のうち：

a. 約4分の1が、提案された3つの持続可能性関連トピックに比べ、「報告における統合」の優先度を高くしている。
b. 約4分の1が、「報告における統合」は重要であると回答したが、提案された3つの持続可能性関連トピックと比較して、

優先度の高いまたは低いプロジェクトとしてランク付けしなかった。
c. 約半数が、「報告における統合」を、提案された3つの持続可能性関連トピックと比べて優先度が低いとするか、そのプ

ロジェクトについてまったくコメントせず、他のプロジェクトや活動に集中するようISSBに求めた。
➢情報要請に対する回答者の約半数は、「報告における統合」を進めるべきであるとコメントし、そのほとんどは、ISSBとIASBの
協働を支持していた。少数の例外を除き、進めるべきとしたほぼ全ての回答者が、IASBのマネジメント・コメンタリー公開草案と
統合報告フレームワークの両方を基盤とすることを提案している。

Most ＞ Many ＞ Some ＞ A few

出典：ISSB公開資料「ap2c-feedback-summary-priority-of-proposed-projects.pdf」（2023年11月）及び
 「ap2a-feedback-summary-integration-in-reporting.pdf」（2024年1月）を基に事務局にて作成



御議論頂きたい事項①

本日のプレゼンテーション、事務局説明を踏まえ、以下の点について御議論頂きたい。

（知財・無形資産ガバナンスガイドラインの普及・活用）

知財・無形資産を開示する企業は増加してきており、投資家における知財・無形資産の注目度も徐々
に高まっている。

↓
1. 本ガイドラインの更なる普及・活用に向けて、講演や執筆等の普及活動に加えて、今後、どのような

活動が必要と考えられるか。

知財部門主催で投資家向け説明会を開催する先駆的な企業が出てきた一方、知財・無形資産に関
する投資家と企業との対話の質は未だ玉石混交。

↓
2. コミュニケーション・フレームワークを活用した更なる建設的な対話に向けて、企業や投資家・金融機関

は何をすることが望ましいか。

独自指標を社内管理として試行する企業が出てきた一方、知財・無形資産と利益とのつながりの知見
がないため、説明が漠然となってしまう。

↓
3. 特に、企業の中で持続的な企業価値の向上につながる知財・無形資産（＝自社の強み）を把握し、

積極的に開示したことによる効果・変化は、どのようなものが考えられるか。また、見えてきた課題はど
のようなもので、企業や投資家・金融機関は今後何をすることが望ましいか。
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御議論頂きたい事項②

本日のプレゼンテーション、事務局説明を踏まえ、以下の点について御議論頂きたい。

（投資判断に活かされる情報開示）
4. インパクト加重会計やESG-EBIT、GXに関する技術情報等、企業は企業価値向上につながる様々

な情報開示を試みているが、そのような取組をどのように評価しているのか。また、今後、どのような情
報開示が投資判断に活かされていくと考えられるか。

（イノベーションマネジメントの高度化）
5. 企業は、競争力の源泉となっている知財・無形資産の収益や企業価値への繋がりをどのようにして把

握することが望ましいか。また、イノベーションボックス税制の導入を契機に、企業におけるイノベーショ
ンマネジメントはどのように高度化していくべきか。他方、投資家は企業へどのような問いかけをすべき
か。
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参考資料



0 20 40 60 80

全く対話/対話の支援をしてこなかった

あまり対話/対話の支援をしてこなかった

要請に応じて対話/対話の支援をしてきた

積極的に対話/対話の支援をしてきた

回答数［人］

①企業と投資家の対話状況
聴講前 聴講後

35%

33%

42%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業サイド

投資家サイド

回答割合 ※複数回答あり

③コミュニケーション・フレームワークの内

対話において役立つと思った項目

ストーリー 企図する因果パス

経営指標と紐付けた説明

29%

43%

22% 26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業サイド

投資家サイド

回答割合 ※複数回答あり

②企業と投資家の対話に必要と思う事項

企業からの充実した開示 企業による対話の姿勢

企業における知財戦略の構築 投資家による知財の評価能力

投資家による対話の姿勢

講演におけるアンケート結果
【備考】
➢ 回答者数：118名
➢ 企業サイドは「弁理士/取締役/企業担当者」、投資家サイドは「証券アナリスト/投資家」からの回答を集計

➢①：講演を聴講したことにより、「あまり対話/全く対話をしてこなかった」層の大多数が「積極的に対話/要請に応じて
 対話をしていきたい」層へ移行した。すなわち、企業と投資家の対話に関する行動変容において、講演活動は有
 用であり、本ガイドラインの更なる普及活動が重要と考えられる。

➢②：企業と投資家の対話において、企業と投資家ともに「企業からの充実した開示」が求められている。
➢③：企業と投資家ともに大きな偏りがなく、コミュニケーション・フレームワークの全ての項目が役に立つと認識されている。

11



【アジェンダの優先度に関する協議の内容】

⚫ ISSBの活動の戦略的方向性及びバランス（質問1）

⚫ 新たなプロジェクトを作業計画に追加するにあたり、ISSBが用いる評価規準（質問2）

⚫ プロジェクト案の優先順位及びプロジェクトの進め方（質問3）

⚫ 次の4つのプロジェクト案に対する優先順位等のフィードバック（質問4から質問7）

✓ 生物多様性、生態系及び生態系サービス

✓ 人的資本

✓ 人権

✓ 報告における統合プロジェクト（integration in reporting）

⚫ ESG情報等の非財務情報の開示の重要度の高まりを受け、様々な機関で人権、生物多様
性などを含むサステナビリティ基準が並立。

⚫ サステナビリティ基準における複雑性の低減と比較可能性を実現するために、2021年11月に
IFRS財団の中に国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）を設立。緊急性があることから、
気候変動を最優先に基準を検討し、2023年6月に設立後初めての基準となる IFRS S1 号
（一般要件） 及び IFRS S2 号（気候関連） を公表。

⚫ 2023年5月 情報要請「アジェンダの優先度に関する協議」 を公表。2024年からの二年間の
活動に関する次のアジェンダの優先度に関して意見を求めた。（〆切：9月1日）

ISSBによる「アジェンダの優先度に関する協議」への意見書提出（1）

12



「アジェンダの優先度に関する協議」に対する当方の対応

⚫ 生物多様性等個別のトピックスの議論も重要ではあるが、企業の形式的な順守や「開示疲れ」
を誘発する恐れ。企業活動を制限しかねない欧州主導の動きに対して、中長期的な企業価
値創造に関連する開示を重視する統合思考を主張する必要。

⚫ 以下の考えを今後のISSBにおける検討に反映させるため、ガイドライン作成主体である「知財
投資・活用戦略の有効な開示及びガバナンスに関する検討会」名で意見書を提出済。
➢ 日本に根付いている統合思考の考え方（800社以上が統合報告書を任意で発行）
➢ 知財・無形資産への投資・活用がサステナビリティ課題の解決に必要不可欠な点

【意見書の概要】

⚫ サステナビリティ課題の解決につながる革新的な製品・サービスの顧客提供のためには、知財・無形

資産への投資・活用は必要不可欠。

⚫ 報告における統合プロジェクトを優先的に進めるべき。

➢ 投資家が企業価値全体を適切に評価するため。個別のトピック（例：生物多様性）の情

報がそれぞれ開示されている状況では全体の企業価値への影響が判断されにくい。

➢ サステナビリティ課題の解決策となる製品・サービスを企業が持続的に提供する環境を整備す

るため。そのために企業と投資家等が建設的な対話を重ね、企業価値創造と投資資金の獲

得という好循環を実現することが必要。

⚫ 本ガイドラインで記載されている、企業と投資家・金融機関の対話の促進に使える「コミュニケーショ

ン・フレームワーク」の概念を「報告における統合」の基準に導入すべき。
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■バルーク・レブ教授らによる無形資産に係る会
計処理への批判

バルーク・レブ教授らは、会計情報において無形資産が適
切に説明されていない点を痛烈に批判。
また、同じ無形資産であるにもかかわらず、外部から購入し
てきた場合には資産計上されるのに対し、自社で創造・育
成した場合には資産計上されないという、異なる扱いがされ
ていることに疑問を呈している。

「それ自身では実質的な価値を創り出すことができない物的投
資や金銭投資が、貸借対照表に満額で認識されるのに（中
略）、特許、ブランド、ノウハウといった自己創出される無形資
産―強力な価値創造主体―が即時に費用化される。つまり、
損益計算書のなかで、将来ベネフィットのない経常的な費用
（給与や貸借料など）として処理されていることは、なんと皮肉
なことだろう。」
「さらに不可解なのは、コカ・コーラのようにブランドを育てた場合、
一般に公正妥当と認められた会計原則（GAAP）のもとでそ
れは資産ではないが、そのブランドを購入した場合は、貸借対
照表に誇らしげに計上されるのだ。会計によって作り出された
誤った経営者のインセンティブ―育てるより買ってきた方がよい―
を考えてみてほしい。財務諸表上の無形資産に関するこのばか
げた会計処理は、貸借対照表と損益計算書の両方にかなり複
雑に悪影響を与え、投資家を非常に混乱させている。」

出典：バルーク・レブ＋フェン・グー「会計の再生」
出典：エーザイ株式会社「価値創造レポート2023」を基に事務局にて加工

研究開発投資の見える化（エーザイの取組）

PBR1倍を超える部分は、

「知的資本」「人的資本」

「製造資本」「社会・関係

資本」「自然資本」といった

5つの非財務資本の価値

であると考えている。

人件費や研究開発費等が

PBR（株価純資産倍

率）と正の相関関係があ

るとの分析に基づき、通常

の営業利益に人件費、研

究開発費を足し戻した数

字を「ESG EBIT」と定義

して開示。

➢ 近年、ESG投資への要請が高まっており、将来的な企業価値を評価する上で、知財・無形資産に関する
情報の開示が投資家から要請されている。

➢ 知財・無形資産の投資は単年度「費用」ではなく「資産」の形成という発想を持ち、安易に削減対象にする
ことのないように意識することが重要。
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出典：SOMPOホールディングス株式会社「統合レポート2023」を基に事務局にて加工

インパクト加重会計とは、従業員、顧客、環境、社会等に対するESG企業活動の正・負のインパクトを算
出し、財務諸表記載情報を補足する取組。ハーバードビジネススクールのジョージ・セラフェイム教授らが提
唱。

出典：エーザイ株式会社「価値創造レポート2023」を基に事務局にて加工

SOMPOホールディングス
介護サービスの効率化による社会インパクトを
3.7兆円と試算。

エーザイ
DEC錠無償提供の社会的インパクトを
年間約1600億円と試算。

15

インパクト加重会計



（法人税・法人住民税・事業税）

⚫ イノベーションの国際競争が激化する中、研究開発拠点としての立地競争力を強化し、民間による無形資産投
資を後押しすることを目的として、特許やソフトウェア等の知財から生じる所得に減税措置を適用するイノベーショ
ン拠点税制（イノベーションボックス税制）を創設する。

⚫ 2000年代から欧州各国で導入が始まり、直近ではシンガポールやインド、香港といったアジア諸国でも導入・検
討が進展。

イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）のイメージ

： 課税所得全体

： 本税制の対象となる所得

フランス（2001）、ベルギー（2007）、オランダ（2007）、中国（2008）、スイス（2011）、イギリス（2013）、韓国（※３） 

（2014）、アイルランド（2016） 、インド（2017） 、イスラエル（2017） 、シンガポール（2018）、香港（2024目標）、
オーストラリア（検討中）

＜各国の導入状況（※２）（括弧内は導入年数）＞

（※２）米国には、無形資産由来の所得に係る制度として、FDII、GILTIが存在 （※３）韓国では中小企業を対象とした制度

特許権等

譲渡
所得

ライセンス
所得

所得控除

30%圧縮

企業が主に「国内で」、「自ら」
開発した知財に限る（※１）

対象所得について、
29.74%から約20%相当まで引下げ

（法人実効税率ベース）

（※１）産業競争力強化法において新設する規定により確認。

イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）の創設
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 措置期間：7年間（令和7年4月1日施行）
 所得控除率：30%
 所得控除額算定式

×知財由来の所得所得控除額 ＝

制度対象所得

知財開発のための適格支出

知財開発のための支出総額
×

③自己創出比率の計算方法

⚫ 企業が主に「国内で」、
「自ら」行った研究開発の
割合

①対象となる知的財産の範囲

⚫特許権

⚫AI関連のソフトウェアの著作権
（令和６年４月１日以降に取得したもの）

②対象となる所得の範囲

⚫知財のライセンス所得（子会社等からのライセンス所得を除

く）

⚫知財の譲渡所得（子会社等及び海外からの譲渡所得を除く）

所得控除率(30%)

※本税制の対象範囲については、制度の執行状況や効果を十分に検証した上で、国際ルールとの整合性、官民の事務負担の検証、立証責任の所在等

諸外国との違いや体制面を含めた税務当局の執行可能性等の観点から、財源確保の状況も踏まえ、状況に応じ、見直しを検討する。

■今後の動き ※予定

令和６年

～３月 租税特別措置法の改正

～６月 産業競争力強化法の改正

順次 実施省令・告示の整備

ガイドラインの整備

令和７年

４月１日イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）施行

・ライセンス等に含まれる知財が制度対象知財であること
・当該知財が、企業自ら国内で創出したものであること 等
を経済産業省が確認

イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）の概要
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⚫ 研究開発税制は、研究開発の不確実性のリスクを軽減し研究開発投資を促進するもの。

⚫ その上で、イノベーション拠点税制は、研究開発拠点としての立地競争力を強化し、民間による
無形資産投資を一層促すもの。

➡研究開発投資の促進と無形資産投資の促進の両輪でイノベーションを推進することが必要。

フェーズ

研究 開発 事業化 産業化

研究開発税制

研究開発の不確実性のリスクを軽減

イノベーションボックス税制

更なる無形資産投資の拡大

収入

支出

技術を事業化

収益を再投資

インプットに対するインセンティブ

アウトプットに対するインセンティブ

（参考）研究開発税制とイノベーション拠点税制との関係
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投資家・アナリスト・有識者が期待する主な開示のポイント：個別テーマ

19出典：金融庁「記述情報の開示の好事例集2023」（2023年12月27日）を基に事務局にて加工



20

好事例として着目したポイント

➢知的財産による企業価値向上、成長戦略の考え方について端的に記載

好事例として取り上げた企業の主な取組み①（セイコーエプソン株式会社）

出典：金融庁「記述情報の開示の好事例集2023」（2023年12月27日）
 を基に事務局にて加工（ハイライト部）
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好事例として着目したポイント

➢知的財産に基づくイノベーション支援等、企業価値の持続的成長を実現するために行っている活動につい
て具体的に記載

好事例として取り上げた企業の主な取組み②（セイコーエプソン株式会社）

出典：金融庁「記述情報の開示の好事例集2023」（2023年12月27日）
 を基に事務局にて加工（ハイライト部）
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好事例として取り上げた企業の主な取組み（株式会社カプコン）

好事例として着目したポイント

➢経営戦略との関連及び企業価値向上の観点から、知的財産への投資戦略、保護及び活用の方針につ
いて、過去からの定量情報も含め具体的に記載

出典：金融庁「記述情報の開示の好事例集2023」（2023年12月27日）
 を基に事務局にて加工（ハイライト部、赤枠部）
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